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はじめに
　現在の移転価格税制が独立企業原則にその基礎を置くため，独立企業間価格算定の際にも独立企業
原則に基礎を置かなければならない。独立企業間価格は，非関連企業であれば設定したであろう取引
価格であり，関連者間取引に適用されることで，内国歳入法第482条が求める「関連企業と非関連企
業の税務上のパリティ（parity）」が達成されると考えられている。そのため，移転価格問題解決の
ためには，独立企業原則に基づき適正な独立企業間価格を算定しなければならない。
　1968年には，それまで曖昧だった独立企業間価格の算定方法が明確に規定され，独立価格比準
法，再販売価格基準法，原価基準法の三法（基本三法）が独立企業間価格の基本的な算定方法となっ
た。この基本三法は比較対象取引における取引価格に基づく独立企業間価格の算定方法である。この
比較対象取引における取引価格とは，非関連企業であれば設定したであろう取引価格であり，独立企
業原則が独立企業間価格に求める概念に等しい。そのため，独立企業原則を基礎とする移転価格税制
では，現在に至るまで，比較対象取引における取引価格に着目する基本三法が，独立企業原則に基づ
く独立企業間価格の基本的な算定方法として位置づけられてきた。
　しかし，経済社会の複雑化に伴い企業取引も複雑化し，比較対象取引の発見が困難な状況になり，
基本三法による独立企業間価格の算定が難しくなってきた。すでに，1988年の移転価格に関する白
書では，その問題が指摘され，比較対象取引における取引価格に着目する基本三法ではなく，利益概
念を導入した「第四の方法」が提言されている。このような事態を受け，アメリカ合衆国では「第四
の方法」の導入が検討され，現在，アメリカ移転価格税制では利益比準法と利益分割法が「第四の方
法」として適用可能である。
　本稿は，このような事情を鑑み，まず第1節では，移転価格税制の概念的な基礎である独立企業
原則とそれに基づく独立企業間価格を考察する。次に，第2節では，移転価格税制の中心的な役割
を果たしてきた基本三法の適用とその問題を検討する。そして，最後に第3節では，将来的な観点
から，比較対象取引の発見が困難な状況の中で，独立企業原則に基づく独立企業間価格算定方法に固
執する必要があるのか，また，従来の方法に基づかない場合，独立企業間価格とその算定方法はどの
ようにあるべきなのかを検討する。
第1節独立企業原則に基づいた独立企業間価格
　移転価格税制では，独立企業間価格の算定が移転価格問題解決のための根底をなし，さらにその独
立企業間価格を算定する際に準拠すべき原則が独立企業原則である。そのため，移転価格問題を検討
する上で独立企業原則と独立企業間価格を正確に認識する必要がある。そこで，本節では，独立企業
原則と独立企業間価格について検討する。
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1．独立企業として活動する環境
　移転価格問題を検討する上でしばしば引用される理論にハーシュライファーの理論がある。この
ハーシュライファーの理論では，企業は利潤の極大化を目的に移転価格を決定すると主張されてい
る。そのため，ハーシュライファーの理論によると，中間財と最終財を問わず，理論的には完全競争
下において，移転価格は市場価格と等しく決定され，不完全競争下では限界収入と限界費用の交点で
移転価格が決定される1。このように，ハーシュライファーの理論は，経済学の理論的概念を移転価
格問題の検討に取り入れた先駆的なものであると一般に考えられている。
　しかし，ハーシュラ・イファーの理論は，そのことばかりが注目され，その背後にある前提条件の存
在が忘れられがちである。ハーシュラ・イファーはこの理論を構築するために必要不可欠な二つの前提
条件を設定している。その前提条件は，技術面の独立（technical　independence）と需要面の独立
（demand　independence）である。ハーシュライファーによると，技術面の独立は，ある部門の営業
費用（operating　cost）が他の部門の活動に影響を及ぼさないことを意味する2。つまり，この条件に
より部門間の営業費用の関連性が排除されることで，各部門が独立した部門として活動する環境が設
定される。一方，需要面の独立は，外部市場において，ある部門の追加的な販売が他の部門の製品に
対する需要に影響を与えないことを意味する3。一般的には，外部市場で販売部門が最終財を追加的
に販売した場合には，外部市場における製造部門の中間財に対する需要は減少する可能性がある
が4，この条件はこうした可能性を排除し，各部門が独立した部門として活動する環境を設定する。
　このように，ハーシュライファーは，全部門を統括する当該企業が利潤の極大化を目的に移転価格
を決定することを立証するために，技術面の独立と需要面の独立を仮定することで，各部門が独立し
た部門として活動する環境を設定した。ハーシュライファーの理論はこの環境の設定なしには成立し
ない。今日の移転価格問題の論議では，ハーシュライファーの理論は部門間取引ではなく企業間取引
に対象を置き換え引用される。この場合には，利潤の極大化を目的に企業が移転価格を決定すること
を立証するために，各企業が独立企業として活動する環境が仮定される。
　要するに，ハーシュライファーの理論は，各部門が独立した部門として活動する環境，あるいは各
企業が独立企業として活動する環境を設定することで，企業による移転価格の決定の目的が利潤の極
大化であることを立証したのである。言い換えれば，このことはハーシュライファーの理論が移転価
格問題への市場メカニズムの導入を意図したことに他ならない。
2．独立企業原則と独立企業間価格
（1）独立企業原則と市場メ力ニズムの導入
　アメリカの移転価格税制は内国歳入法第482条にその法的根拠がある。その目的は，①納税者が関
連者間取引に帰せられる所得を明確にすること，②関連者間取引に関する租税回避を防止することで
あり（§1．482－1（a）（1）），この目的を達成するために準拠すべき原則が独立企業原則である。
　独立企業原則は，「商業上又は資金上の関係において，双方の企業の間に，独立の企業の間に設け
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られる条件と異なる条件が設けられ又は課されているときは，その条件がないとしたならば一方の
企業の利得となったとみられる利得であってその条件のために当該一方の企業の利得とならなかっ
たものに対しては，これを当該一方の企業の利得に算入して租税を課することができる」と規定して
いる5。つまり，この独立企業原則が追求するのは「関連企業と非関連企業の税務上のパリティ
（parity）」である。そのために，独立企業原則は，関連者間取引で設けられる特殊な条件を排除し，
各企業が独立企業として活動する環境を設定する。これはハーシュライファー理論で設定された環境
と同様である。ハーシュライファーの理論は，技術面の独立と需要面の独立を仮定することで，各企
業が独立企業として活動する環境を設定した。一方，独立企業原則は，関連者間取引で設けられる特
殊な条件を排除することで，関連企業と非関連企業の税務上のパリティを図り，各企業が独立企業と
して活動する環境を設定した。すなわち，このことから，ハーシュライファー理論と同様に，独立企
業原則も移転価格問題への市場メカニズムの導入を意図すると言える。
　このように，独立企業原則では市場メカニズムの導入が移転価格問題の解決につながるとする考え
が基礎にあると考えられる。そのため，独立企業原則は，関連者間取引で設けられる条件を排除し，
各企業が独立企業として活動する環境を整備することで，市場メカニズムを通じて，最終的には，内
国歳入法第482条の目的を達成するのである。
②　「情報」としての独立企業間価格
　移転価格税制では，このような独立企業原則に基づき算定された価格が適正な価格として認められ
る。この価格は独立企業間価格（Arm’s　Length　Price）と呼ばれ，市場において本来あるべき価格と
して考えられている。現在，アメリカ合衆国でもこの独立企業間価格を基礎に移転価格問題を処理し
ている。しかし，移転価格問題を規制する根拠となる内国歳入法第482条には，「独立企業間価格」
という言葉は明確にされていない。では，なぜ移転価格税制では独立企業間価格に基づき移転価格問
題が処理されるのだろうか。上述の内国歳入法第482条の目的を達成するだけならば，独立企業間価
格に固執する必要はないのではないだろうか。
　この疑問に対する答えは経済学の理論的概念に求めることができるかもしれない6。経済学では価
格は市場における唯一絶対的な「情報」であり，その価格を通じた市場メカニズムは市場を競争的に
すると考えられてきた。移転価格税制ではこのような考えが反映されたと考えられる。
　市場が競争的になるためには，価格は市場における「情報」としての機能を果さなければならない。
非関連企業であれば製品を購入する場合，同類の製品を販売する企業の価格を比較して，より安い価
格を提示した企業から製品を購入し，より高い価格を提示した企業から製品を購入することはない。
一方，当該企業が製品を販売する場合には，当該企業はより高い価格を提示した企業に製品を販売
し，より安い価格を提示した企業に製品を販売することはない。このように，非関連老間取引では価
格は市場における「情報」として重要な機能を果す。この場合，経済学的な観点からすると市場は競
争的になる。しかし，関連者間取引では，特殊な条件や関係が存在するために，価格は市場における
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「情報」としての機能を果さない可能性がある。そのため，この場合には，市場は競争的になるとは
限らない。
　移転価格税制では，このような問題を回避すべく市場を独占的ではなく競争的にするために，非関
連企業であれば設定したであろう独立企業間価格を市場における唯一絶対的な「情報」として関連者
間取引に適用することで市場メカニズムを導入する。このことにより，関連者間取引に存在する特殊
な条件や関係は排除され，関連企業は非関連企業と同じ環境の下に置かれるために市場は競争的にな
ると期待される。移転価格税制が独立企業間価格を市場における唯一絶対的な「情報」と位置づけ移
転価格問題を処理する理由がここにあると考えられる。
第2節独立企業間価格の基本的な算定方法
　独立企業間価格を算定する方法には，基本的には，独立価格比準法，再販売価格基準法，原価基準
法の三法がある。一般にこれら三法は「基本三法」と呼ばれ移転価格問題を考える上で従来から重要
な位置を占めてきた。現在でも基本三法は移転価格税制の中心的な位置にある。そこで，本節では基
本三法の内容とその適用，そして基本三法が抱える問題に関して検討する。
1．独立企業間価格の算定と基本三法
（1）基本三法の概要
　まず，独立価格比準法は，同様の状況下において，非関連者間取引における同種の資産や役務の取
引価格に準拠して独立企業間価格を算定する方法である7。この方法が非関連企業との取引価格に直
接依存するため，この方法により算定された独立企業間価格は市場価格に近似した価格となる。独立
企業原則に基づく限り，独立企業間価格は市場における価格に近似するべきなので，この方法が基本
三法中で最も理想的な方法である。
　次に，再販売価格基準法は，非関連企業への再販売価格から独立販売マージン（independent　dis－
tributor’s　margin）を控除して独立企業間価格を算定する方法である8。この方法では独立販売マージ
ソの算定が重要である。この時，独立販売マージソは，次のように求められる。
　　独立販売マージソ＝再販売価格×独立販売マージソ率
　　　　　　　　　　　　比較対象取引に係る売上マージン　　独立販売マージン率＝　　　　　　　　　　　　　比較対象取引に係る売上高
　そして，原価基準法は，製造等の原価に独立製造マークアップ（independent　manufacture’s
markup）を加算して独立企業間価格を算定する方法である9。この方法の独立製造マークアップは次
のように算定される。
　　独立製造マークアップ＝製造原価×独立製造マークアップ率
　　　　　　　　　　　　　　比較対象取引に係る売上マークアップ　　独立製造マークアップ率＝　　　　　　　　　　　　　　　比較対象取引に係る製造原価
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（2）比較対象取引に依存する基本三法
　基本三法のいずれの方法による場合も独立企業間価格の算定に必要不可欠な要件は比較対象取引の
発見である。独立価格比準法では，比較対象取引における価格が独立企業間価格とみなされるため，
比較対象取引の発見は直接的な要件となる。再販売価格基準法と原価基準法に関しても，比較対象取
引は独立販売マージン，独立製造マークアップを算定するために重要な要件である。
　図一1は，以上の基本三法による独立企業間価格算定の概略を図示したものである。この図一1では，
A国にある親会社がB国にある子会社と関連取引（①）を行っていることを想定している。また，親
会社は製造業を営み，子会社は販売業を営んでいるとする。さらに，W企業，　X企業，　Y企業，そ
してZ企業は非関連企業であり，親会社はY企業と取引を行い，子会社はW企業と取引を行ってい
るものとする。
　この場合，二つの比較対象取引の発見が可能である。「直接的な比較対象取引」と「間接的な比較
対象取引」がそれである。ここでは，直接的な比較対象取引とは，当該関連企業が非関連企業と行っ
た取引である。他方，間接的な比較対象取引とは，当該関連企業と類似した取引を行う企業が非関連
企業と行った類似した取引である。
　独立価格比準法により独立企業間価格を算定する場合，比較対象取引における価格が独立企業間価
格としてみなされるため，比較対象取引の発見が独立価格比準法の適用の可否を決定づける。この
図一1では，親会社がB国にあるY企業と行った②の取引が直接的な比較対象取引に該当する。ま
た，仮に，親会社とX企業が類似した企業であり類似した取引を行う場合には，X企業とY企業間
図一1比較対象取引に依存する基本三法
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で行われた④の取引は間接的な比較対象取引に該当する。そのため，独立価格比準法による場合，親
会社がY企業と行った②の取引あるいはX企業とY企業が行った④の取引の発見が独立企業間価格
を算定するために必要不可欠となる。
　再販売価格基準法の場合には，独立販売マージンを算定するために比較対象取引の発見が必要にな
る。この図によると，再販売価格基準法による場合には，子会社がW企業と行った③の取引が直接
的な比較対象取引に該当する。また，仮に子会社とY企業が類似した企業であり類似した取引を行
う場合には，Y企業とZ企業間で行われた⑤の取引は間接的な比較対象取引に該当する。そのた
め，再販売価格基準法による場合は，子会社が設定した再販売価格から③の取引あるいは⑤の取引に
おける独立販売マージソを控除することで独立企業間価格が算定される。
　原価基準法による場合にも，独立製造マークアップを算定するために比較対象取引の発見が必要に
なる。この場合には，親会社がY企業と行った②の取引が直接的な比較対象取引に該当する。ま
た，仮に親会社とX企業が類似した企業であり類似した取引を行う場合には，X企業とY企業間の
④の取引は間接的な比較対象取引に該当する。そのため，原価基準法による場合，親会社の製造原価
に②の取引あるいは④の取引における独立製造マークアップを加算することで独立企業間価格が算定
される。
2．独立企業間価格の算定と基本三法の適用順位
（1）基本三法の適用順位
　以上の基本三法は，いずれも関連者間取引で決定される移転価格を市場価格に近づけるために，そ
の指針となる独立企業間価格の算定を目的とする。しかし，上述したとおり，基本三法はそれぞれが
独立した算定方法であるため，移転価格問題を適切に処理するためにどの方法を適用するかが重要な
問題である。
　歴史的観点からすると，独立企業間価格の算定方法の適用順位は，独立価格比準法，再販売価格基
準法，原価基準法の順であった。1968年にこれまで抽象的であった独立企業間価格の算定方法が明
確に規定されて以来，この適用順位は保たれていた。しかし，その後，1992年には再販売価格基準
法と原価基準法との間に優先順位がなくなり，1993年の税制改正では基本三法は全て同順位で扱わ
れることになった。そして，1994年に公布された内国歳入法第482条に関する最終規則においても基
本三法の適用に優劣はない。そのため，現在，原則として，基本三法はいずれの方法も同じように適
用される。
　このように基本三法が法制上優劣なく適用されるのは，それぞれの方法の適用による結果に差がな
いと考えられているからである10。例えば，先の例と同じように，親会社が製造業を営み，子会社は
販売業を営んでいる場合を想定する。この時，親会社は子会社とY企業と取引を行い，子会社はW
企業と取引を行ったとする。そして，親会社は55ドルの費用を負担し，65ドルで製品を子会社とY
企業に販売したとする。一方，子会社は親会社から65ドルで購入した製品を100ドルでW企業に販
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売したとする。ただし，この場合，市場は完全競争の状態にあり，また，税制の相違や税率格差，関
税などの取引上の障壁も存在しないと仮定する。
　この仮定の下で，まず，独立価格比準法を適用した場合，独立企業間価格は比較対象取引における
価格に準拠して算定されるので，この場合の比較対象取引である親会社とY企業との取引における
価格が65ドルであるため独立企業間価格は65ドルである。次に，再販売価格基準法を適用した場合
には，比較対象取引における独立販売マージンが35ドルであると仮定すると，W企業への再販売価
格100ドルから独立販売マージソ35ドルを控除して独立企業間価格は65ドルとなる。そして，原価基
準法を適用した場合には，独立企業間価格は親会社の製造原価に独立製造マークアップを加算するこ
とで算定されるので，比較対象取引における独立製造マークアップが10ドルであると仮定すると，
親会社の製造原価55ドルに独立製造マークアップ10ドルを加算して独立企業間価格は65ドルとなる。
　以上のように，市場が完全競争の状態にあり，また，税制の相違や税率格差，関税などの取引上の
障壁も存在しないと仮定する場合，基本三法のいずれの方法に基づく場合も同じ独立企業間価格が算
定されると考えられている11。これはハーシュライファーが想定した結果と同じである。つまり，完
全競争下において「移転価格＝市場価格」であり，適用される算定方法の相違によりその結果が異な
ることはない。また，税務当局からすれば，このことは基本三法のいずれの方法を適用しようとも同
じ税収を確保することができることを意味し，基本三法が法制上優劣なく適用されることの理論的根
拠になると考えられる。
（2）基本三法の適用と連続価格帯
　しかし，基本三法のいずれの方法を適用するかにより独立企業間価格が異なる場合がある。上述の
例では，再販売価格基準法と原価基準法のどちらを適用しようとも同じ独立企業間価格を算定するこ
とができたが，実際には，再販売価格基準法を適用するか，原価基準法を適用するかにより独立企業
間価格が異なる場合がある。これは「連続価格帯（Continuum　Price）」として知られている問題で
ある12。
　例えば，仮に製造業を営む親会社が製品を非関連企業と販売業を営む子会社に65ドルで販売し，
子会社はその製品を非関連企業に100ドルで販売したと仮定する。そしてまた，この取引における親
会社の製造原価報告書と子会社の損益計算書が表一1で示すようなものであったと仮定する。ただ
表一1親会社の製造原価報告書および子会社の損益計算書
　〈親会社の製造原価報告書〉
ｴ材料費　　　　　　　　　20
J務費　　　　　　　　　35
ｻ造原価　　　　　　　　　55
}ージソ　　　　　　　　　　10
ｻ　　品　　　　　　　　　65
　　〈子会社の損益計算書〉
п@　上　　　　　　　　　100
э繻ｴ価　　　　　　　　　65
э繿漉?v　　　　　　　　　35
}ーケティング費用　　　　　25
o常利益　　　　　　　　　10
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し，ここでは完全競争を仮定していない。
　この仮定による場合，独立企業（親子関係は無視する）であれば，親会社は製品を65ドル以上で
非関連企業と子会社に販売し，子会社は親会社から製品を90ドル以下で購入し，非関連企業に100ド
ルで販売するはずである。そしてまた，この場合の比較対象取引における独立販売マージン及び独立
製造マークアップは10ドルになるはずである。そのため，この仮定の下，子会社に注目し再販売価
格基準法が適用された場合には，独立企業間価格は再販売価格100ドルから独立販売マージン10ドル
を控除して90ドルになる。一方，親会社に注目し原価基準法が適用された場合には，独立企業間価
格は製造原価55ドルに独立製造マークアップ10ドルを加算して65ドルになる。
　このように，独立販売マージソと独立製造マークアップが同じ場合でも，親会社と子会社がどのよ
うに価格を決定するか，そしてまた，この時に再販売価格基準法を適用するか，原価基準法を適用す
るかにより算定された独立企業間価格には差異が生じる可能性がある。この独立企業間価格の差異が
連続価格帯であり，このことを図で示したのが図一2である。この図では，再販売価格基準法による
独立企業間価格の最高額90ドルと原価基準法による独立企業間価格の最低額65ドルとの間に連続価
格帯が存在する。
　この連続価格帯の存在は多国籍企業と税務当局の双方に問題となる13。多国籍企業にとって，連続
価格帯の問題は関連企業間の所得分配の問題である。再販売価格基準法の適用は，販売業を営む子会
社から製造業を営む親会社に所得を分配するように作用する。その一方，原価基準法の適用は，製造
業を営む親会社から販売業を営む子会社に所得を分配するように作用する。そのため，連続価格帯を
考慮すると，再販売価格基準法の適用は親会社に所得を過大に分配し，原価基準法の適用は子会社に
所得を過大に分配する可能性がある。
　また，視点を変えると，この連続価格帯の問題は課税ベースの配分の問題でもある。再販売価格基
準法の適用による親会社への所得の過大な分配は，親会社の居住国に課税ベースを過大に配分する可
能性があることを意味する。また，原価基準法の適用による子会社への所得の過大な分配は，子会社
の居住国に課税ベースを過大に配分する可能性があることを意味する。そのため，連続価格帯の存在
は，税務当局による独立企業間価格の算定方法の選択に影響すると考えられる14。
　　　　　　　　　　　　　　図一2　連続価格帯の問題
　　　　　　　原価基準法　　　　　　　　　　　　　　　再販売価格基準法
利益10ドノレ
原価55ドル
　　　　　　　90ドル
　　連続価格帯
65ドル 再販売価格
100ドル
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第3節　独立企業間価格の将来的な算定方法
　アメリカ移転価格税制では，基本三法のいずれかの方法により独立企業間価格が算定されるが，そ
の際に重要なのが比較対象取引の存在である。しかし，今日のように複雑化した経済社会の中では，
企業取引も複雑化しており，独立企業間価格を算定するために必要な類似した比較可能な取引を発見
することは困難な状況にある。そこで，本節では，現行の移転価格税制で要求される比較対象取引を
再検討した上で，将来的な観点から，比較対象取引を重視する独立企業間価格の算定方法に代わる方
法を探求する。
1．比較可能性と比較可能取引の発見
（1）比較可能性の決定要因
　基本三法のいずれの方法も独立企業間価格を算定する際に比較対象取引に依存する。そのため，比
較対象取引の発見が，独立価格比準法，再販売価格基準法及び原価基準法の適用の際に重大な問題と
なる。比較対象取引の発見は「比較可能性の決定要因」に基づくが，その比較可能性の決定要因には
価格や利益に影響を与える可能性のある全ての要因が含まれる（§1．482－1（d）（1））。比較可能性の決
定要因としては，①機能分析，②契約分析，③リスク，④経済的条件，⑤資産又は役務がある
（§1．482－1（d）（1））。これらの決定要因が比較対象取引を発見するために考慮されなければならない
（§1．482－1（d）（3））。
　詳細に述べると，①機能分析には，「研究開発，試験研究，製品デザイン及びエンジニアリング，
製造及びプロセス・エンジニアリソグ，製品の製造，抽出，組立て，仕入及び原材料の管理」等が含
まれる。②契約条件には，「対価の請求もしくは支払形態，販売または購入量，提供される製品保証
の範囲及び期間，アップデート，改定または修正する権利，関連ライセソス，契約または他の取決め
の有効期限，及びこれらを終了させるまたは再交渉する権利」等が含まれる。③リスクには，「原価，
需要，値付け及び在庫水準の変動を含む市場リスク，研究開発活動の成功または失敗のリスク，外国
為替レート及び金利の変動を含む財務リスク，貸付け及び代金回収のリスク，製造物責任のリスク」
等が含まれる。④経済条件には，「地理的市場の類似性，各市場の相対的規模，及び各市場における
全体的な経済的発展の程度，市場のレベル（例えば，卸売，小売等），移転，または提供される製品，
資産，サービスの，関連市場におけるシェア，製造及び流通に係る要因のうちその地域に特定される
コスト」等が含まれる。⑤資産及び役務には，「有形資産の移転の場合には，その資産の物理的特徴，
品質と信頼性及び有用性と供給量，役務の提供の場合には，その役務の性質と程度，無形資産の移転
の場合には，使用許諾又は販売といった取引の形態，特許，商標又はノウハウといった資産の種類，
保護期間と保護の程度，及びその資産の使用によって期待される利益」が含まれる。
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（2）比較対象取引の発見の限界
　比較対象取引の発見は以上のような比較可能性の決定要因の評価に依存する。そのため，比較可能
性の評価には，関連者間取引における価格Pの決定要因と比較対象とされる取引（非関連者間取引）
における価格P’の決定要因の比較検討が必要になる。関連者間取引における価格Pの決定要因が
（a，b，　c…）であり，非関連者間取引における価格P’の決定要因が（a’，　b’，c’…）である場合には，
関連者間取引と非関連老間取引における価格の決定要因の比較検討が行われ，双方の価格の決定要因
間にra≒a’，　b≒b「，　c≒c’…」という関係が存在すれば比較可能性があると評価され，比較対象取引
の発見に至る15。
　そのため，関連者間取引と非関連者間取引との間に比較可能性があると実際に評価されるには，①
機能分析，②契約分析，③リスク，④経済的条件，⑤資産又は役務に関して，関連者間取引と非関連
者間取引の問に「a≒a’，b≒b’，　c≒c’…」の関係が存在しなければならない。しかし，実際問題とし
て，これらの決定要因が関連者間取引と非関連者間取引との間で一致するとは考えられない。確か
に，比較可能性の評価にはこれら全ての決定要因の比較検討が重要であろうが，しかし，実際に可能
かどうかは疑問である。特に，②契約条件には上述した事項以外にも企業にとって重要な秘密事項が
含まれ，全てが公表されるとは考えられない。また，今日のような複雑化した経済社会では，企業取
引も複雑化しており，比較可能な⑤資産又は役務でさえ発見することが困難であると思われる。もち
ろん現在は，①機能分析，③リスク，④経済的条件の比較も困難な状況にあると思われる。このよう
な事情を鑑みると，現在は比較対象取引の発見が困難になりつつあると言わざるを得ない。
2．　利益概念に基づいた方法
（1）利益概念に基づいた「第四の方法」
　移転価格税制が独立企業間価格を「情報」として利用する上で，基本三法は重要な役割を果してき
た。基本三法は独立企業間価格という「情報」をつくる役割を担ってきた。これは価格を唯一絶対的
な「情報」として利用する経済学を基礎とした移転価格税制が基本三法に求めた役割である。経済学
では，需要者と供給者双方の行動が利己的であったとしても，双方が同じ価格「情報」に直面するた
めに，需要者の限界的評価と供給者の限界費用が等しくなる点で取引が行われる。基本三法は，この
経済学の理論的概念を取り入れ，非関連企業であれば設定したであろう価格を唯一絶対的な「情報」
と位置づける。そして，その「情報」をつくり出すために基本三法では比較対象取引の発見が必要と
される。
　しかし，実際には，関連者間取引においては，非関連老間取引では見られない要因が価格の決定に
影響を与えるため，関連者間取引と非関連者間取引における「情報」は異なる。確かに，この「情報」
の相違があるために移転価格税制は独立企業間価格という「情報」を設定するが，ある一つの「情報」
を中心に関連者間取引と非関連者間取引という性質の異なる取引を同一の取引のように扱うことに無
理があるのも確かである。このことは，特に無形資産に言えることである。無形資産には特殊なもの
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が多くその比較対象取引を発見することは困難である。1988年に公表された移転価格に関する白書
が無形資産の関連者間取引に注目し，基本三法に代わる「第四の方法」を提唱した背景にはそうした
無形資産の取引の増加やその比較対象取引の発見の困難性がある。
　他方，利益概念を利用した「第四の方法」は比較対象取引に直接依存しないため，比較対象取引の
発見が困難な状況の中でも適用が可能である。「第四の方法」では，関連者間取引における合算利益
を算定し，その合算利益を関連老間取引に参加した各関連企業の貢献度やある一定の基準により各関
連者間で利益配分が行われる。このことにより，関連者間取引における特殊な条件は問題ではなくな
るはずである。また，移転価格の根本的な問題である租税回避や軽課税国への課税ベースの移転とい
った問題も解決されるはずである。そのため，「第四の方法」の適用は無形資産に係る移転価格問題
の解決にもつながると期待できる。関連者間取引で生じた無形資産による特別な利益は合算利益に含
まれているはずなので，「第四の方法」の適用による利益配分は無形資産による特別な利益を無視す
ることができる。
（2）「第四の方法」の有用性一利益分割法を中心に16
　①利益分割法の長所と短所17
　現在，アメリカ移転価格税制では，利益分割法と利益比準法が利益概念を利用した「第四の方法」
として適用可能であるが，後者の利益比準法に関しては様々な批判的な意見があり，この方法は国際
的には認められていない。しかし，前者の利益分割法に関しては，原則として，基本三法が適用不可
能な場合に限り適用が認められる。日本においても，基本三法が適用できない場合には「第四の方
法」として利益分割法の適用を認めている。
　先述した通り，移転価格税制の目的は租税回避の防止と関係各国への課税ベースの適切な配分であ
る。現在のような複雑化した社会を考慮すると，この社会の中で比較対象取引を発見するのは至難で
あり，この目的を達成するためだけならば，比較対象取引に直接依存しない利益分割法による方が望
ましい結果を導き出すと考えられる。そのため，比較対象取引に直接依存しない限りにおいて，利益
分割法は基本三法よりも現在の事情に即した適切な方法であると言える。利益分割法は，関連者間取
引において生じる利益を，「独立企業間の合意において期待され反映されるであろう利益分割に近似
させるような経済的に合理的な基準」により各関連企業に分割する方法である18。そのため，比較対
象取引に直接依存することなく移転価格問題を処理し，租税回避の防止と課税ベースの適切な配分を
達成することができると期待される。
　確かに，利益分割法に問題がないわけではない。利益分割法においては，基本三法に比べて，各関
連者の貢献度を評価する際に必要となる外部市場データと当該関連者間取引との関連性が低い。ま
た，比較対象取引に直接依存しないために利益分割法は容易に適用できると思われがちであるが，そ
の適用のために必要な情報の入手の困難性が問題視されている。しかし，移転価格税制の目的が租税
回避の防止と課税ベースの適切な配分であることを思い出せば，前者は大きな問題ではないと考えら
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れる19。また，後者に関しても，基本三法においてもその適用の際に必要な情報の入手の困難性が問
題視されていたので，この限りにおいては基本三法と利益分割法に差はない。
　利益分割法の第一の長所は，再三述べた通り，比較対象取引に直接依存しないことである。この方
法は一般に類似性の高い比較対象取引に直接依存しないことから，比較対象取引が存在しない場合で
も適用できる。また，利益分割法は，関連者間取引における特殊な条件を排除するのではなく考慮す
る。さらに，関連者間取引における双方の関連企業が関係することから，利益分割法による場合には
いずれか一方の企業に極端かつ非現実的な利益が存在する可能性は低い。
　このように利益分割法は，確かに問題はあるが，現在のような複雑化した社会に即した望ましい方
法である。比較対象取引の発見が困難な中で，その発見に固執することはさらに移転価格問題を複雑
化させその処理を遅延させる原因にもなりかねない。その点では，移転価格問題を処理する方法とし
て利益分割法が比較対象取引に直接依存しないことは魅力的である。
　②知的財産に係る移転価格問題への適用
　近年，知的財産に関する記事が新聞紙面を賑わしている。このことは社会が知的財産に関心を高め
つつあると理解することができる。また，近年のパソコンの普及やIT産業の進展は知的財産への関
心を高めている。こうした社会情勢に即し移転価格問題もその舞台を知的財産に移しつつある。
　知的財産には，特許，商標，著作権，企業秘密などが含まれる。移転価格問題でこれらの知的財産
が問題になるのは関連者間取引におけるその評価である。本来ならば，他の資産と同様に知的財産は
基本三法により評価されるべきである20。しかし，これらの知的財産には特殊なものが多く，比較対
象取引を発見することは困難であるため，比較対象取引に依存する基本三法によりこれらの知的財産
を評価することは難しい21。
　それに対して，利益分割法は知的財産に係る移転価格問題の解決のために有用であるかもしれな
い22。上述した通り，利益分割法の長所は比較対象取引に直接依存しないことである。そのため，利
益分割法による場合には，比較対象取引の発見が困難な知的財産に係る移転価格問題にも適用が可能
である。また，利益分割法は一方の関連企業だけではなく双方の関連企業を対象とするため，知的財
産から生じた利益を関連企業間で効率的に分割することが可能であり，知的財産を直接評価できない
場合も望ましい結果が期待できる。さらには，利益分割法は関連者間取引の特殊な条件を考慮するの
で，各企業の特殊な情報が内在する知的財産に係る移転価格問題を適切に処理することが可能である。
　現在，利益分割法は基本三法が適用できない場合に限り適用が可能であるが，しかし，比較対象取
引の発見が困難な中では独立した方法として適用すべきではないだろうか。あるいは，利益分割法を
他の方法により算定された独立企業間価格の結果の検証に積極的に適用すべきではないだろうか23。
知的財産に係る移転価格問題のような複雑な問題は基本三法だけで処理することは難しいと思われる。
おわりに
従来から原則的に，独立企業間価格は，独立価格比準法，再販売価格基準法，原価基準法の基本三
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法により算定されてきた。独立企業間価格が基本三法により算定される場合，比較対象取引の発見が
その必要不可欠な要件となる。そのため，比較対象取引の発見が基本三法の適用の可否を決定づけ
る。基本三法で比較対象取引が利用される際には，関連者間取引と非関連者間取引の比較可能性の有
無が比較検討されなければならない。この比較検討の結果，比較可能性がある場合に限り基本三法は
適用されるが，今日のような複雑化した社会の中では企業の取引も複雑化しており，関連者間取引と
非関連者間取引との間に比較可能性を発見することは困難である。
　現在，アメリカ移転価格税制では「第四の方法」として利益分割法を適用することができる。利益
分割法は比較対象取引に直接依存しないため，比較対象取引が存在しない場合でも適用が可能である
と考えられることから，この問題を解決する手段の一つになり得ると期待される。また，利益分割法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　iは比較対象取引の発見が困難な知的財産に係る移転価格問題にも有用であると考えられる。
　現在は基本三法が独立企業間価格の算定の基本的な方法であるが，今後企業を取り巻く環境はさら
に複雑化し，移転価格問題もなお一層複雑化する中で，比較対象取引に依存する基本三法が将来的に
望ましいか否かは疑問である。しかし，その一方で基本三法を無視することも望ましいとは思わな
い。この疑問に対して明確な答えを出すことは難しいが，ただ一つ明確なことは企業と税務当局双方
が望む結果を生み出す独立企業間価格の算定方法が最も望ましい方法であることである。
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